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研究成果の概要（和文）：機能性農産物には、地域経済振興の手段として期待が寄せられる一方で、その産業化には、
新技術の開発・導入から販売体制にいたる広範なフードシステムの革新が求められる。こうしたイノベーションを実現
するための政策を導出するために、国内外の農村地域におけるイノベーションの実態や、関連する促進政策の情報を収
集・整理し、国際比較を行った。そして、機能性農産物などの高付加価値型農産物を活用して持続的な地域振興を実現
するためには、特に、地域の様々なアクターの活動を活気づけ、調整する農村アニメーターの育成と、そうした人材の
活動の受け皿組織、そしてオープンイノベーションを実現するR&Dネットワークが重要である。

研究成果の概要（英文）：Functional agricultural products have been expected as an effective tool for the 
development of rural economy though its industrialization needs a wide range of innovation in the food 
system from the R&D of a new technology to the marketing of final products. In order to formulate policy 
recommendations for effectively facilitate such an innovation, international comparisons were conducted 
for relevant policies and cases in Japan and abroad, mainly EU. It is emphasized that the following three 
policies are of importance, namely the fostering of rural animator who animate and coordinate various 
actors in rural area, the establishing of organization for their activities and the supporting the R & D 
network to realize open-innovation.

研究分野：農業経済

キーワード： 機能性農産物　農村アニメーター　食料産業クラスター　フランス　タイ　技術進歩　オープンイノベ
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１．研究開始当初の背景 
 
わが国では、社会の成熟化・高齢化に伴っ
て、機能性食品、あるいはその原料ともなる
機能性農産物に注目が集まっている。こうし
た食品・農産物の生産・利用では、「研究・
開発能力」が重要であり、特に土地資源に恵
まれない日本の農業にとっては、国際的な比
較優位性を発揮できる有望な分野と期待さ
れている。 
日本政府は、機能性農産物の産業化につな
がるような様々な事業を実施したが、農業部
門での高い期待に反して、機能性農産物とし
て産地が形成されている例は少ない。例えば、
農商工連携や 6次産業化の先進事例集で、機
能性農産物の例を探してみると、「ほしいも」
（農商工連携 88 選）、「GABA を多く含む発芽
玄米」（6次産業化先進事例集）の、わずか 2
例にとどまっている。日本の農業生産者は、
機能性農産物という新たな需要から、大きな
利益を享受できていない。この状況を打破す
るためには、研究・開発から生産販売にいた
る機能性食品と機能性農産物の産業構造そ
のものを見直す必要がある。 
こうした問題意識から海外の動向を見る
と、機能性農産物の持続的な産地化に成功し
ている例をいくつか挙げることができる。フ
ランスの VITAGORA 等の農業・食料クラスタ
ーの例では、生産者と研究開発機関に加え、
農業生産を行う畑や果樹園を観光客が訪れ
るグリーンツーリズムとの連携が見られ、地
域の産業が複合的に発展している。また、ア
メリカのカリフォルニア州におけるワイン
生産とツーリズムの複合や、ザクロの生産・
加工の急拡大なども、ポリフェノール成分を
強調した機能性果実を中心とした多様な産
業の複合化という視点から注目すべき事例
である。また、東南アジア地域は、熱帯果実
や薬草、ハーブなど、多くの機能性農産物を
産出している地域であり、機能性成分を多く
含む果実の輸出クラスターの形成事例や、薬
草・ハーブの生産と観光産業と連携した事例
等を見ることができる。 
 
２．研究の目的 
この研究では、海外の機能性農産物の産地
形成を、農業部門と関連産業との関連を考慮
した視点から、詳細に比較・検討する。同時
に、産業クラスター理論やフランス社会経済
学の地域農業生産システム論などの既往の
地域開発理論を、機能性農産物の産地形成条
件の視点から再検討する。以上の国際比較研
究と、理論的研究を両輪として、我が国にお
いて高い付加価値を有する農産物の産地形
成を支援し、持続的な農村イノベーションを
実現するための政策提言を行う。 
この研究は機能性農産物等の高い付加価
値を有する農産物の産地形成の過程と支援
政策に焦点をあてた国際比較研究である。こ
の研究の成果は、日本政府の 6次産業化政策

とも相乗して、日本の機能性農産物の産地形
成に貢献し、さらには国産農産物の輸出拡大
にもつながることが期待される。 
 
３．研究の方法 
（１）【海外の、機能性農産物をはじめとす
る高付加価値型農産物開発の先進事例の分
析】  
フランスやオランダの地域振興政策や食
料産業クラスターに関連した政策の情報収
集を行う。また東南アジアでは、機能性農産
物の産地における生産実態と他産業との関
連について情報を収集･整理し、また農業の
技術進歩に関わる社会的背景、研究開発機関
との関係等を整理・分析する。 
 
（２）【国内における機能性食品と機能性農
産物に関連する市場動向と関連政策の整理
と分析】 
 国内における機能性食品・食品素材に関連
する市場状況と関連政策について整理・分析
を行う。また、機能性農産物の開発と産業化
に関する実態の整理と諸課題の摘出を行う。 
 
（３）【高付加価値型生産と農村地域振興に
関わる理論的研究】 
 産業クラスター理論に技術関連の諸理論
の成果を統合して発展させ、機能性農産物を
含む高付加価値型農産物の産地形成のため
の新たな理論モデルを構築する。またフラン
スの地域的生産システム理論を援用し、アク
ターの相互作用に考慮した、農村地域振興の
ための理論を検討する。 
 
（４）【我が国における農村イノベーション
実現のための政策分析】 
 上記の、海外及び国内の産地事例及び市場
の分析、さらに理論的検討の成果も踏まえて、
機能性農産物の産地形成への貢献を念頭に
置いて、農村における持続可能なイノベーシ
ョンを促進するための方策を検討し、政策提
言を行う。 
 
４．研究成果 
（１）【海外における農村イノベーション政
策とその社会背景に関する整理】 
EU の農村地域振興政策である LEADER 事業
では、事業計画の実行から評価までを担うリ
ージョナルマネージャーの役割が重要であ
る。EU ではこうした農村のイノベーションの
担い手である「農村アニメーター」を育成す
ることが模索されている。 
フランスの例では様々な産業におけるイ
ノベーションの促進のために、競争力クラス
ター政策や農村優良クラスター政策などの
産業クラスター政策が実施されている。そこ
では、プロポーザル・コンペ方式による、よ
り競争的な政策実施システムが採用されて
いる。 
 一方、東南アジア地域では、多くの機能性



素材が存在する一方で、表示制度など機能性
食品・農産物を振興するための制度的な基盤
整備は進んでいないため、機能性食品・農産
物の産業化はあまり進展していない。そこで、
東南アジア地域ではタイを取り上げ、高付加
価値型の農産物を展開するための社会背景
となる農業や関連産業の構造を分析した。そ
の結果、タイでは、小規模な生産者と、輸出
を担う大規模なアグリビジネスが構成する
輸出型農業が形成されており、主として後者
の主導によって技術進歩が生じていること
が明らかとなった。 
 
成果：〔雑誌論文①②③④⑫⑰、学会発表④
⑥、図書②⑦、その他②〕 
 
（２）【国内における機能性食品と機能性農
産物の生産・市場に関する分析】 
 国内では、機能性食品の市場動向、関連し
た政府施策、機能性食品素材企業の海外進出
動向等を整理した。そして食品機能性の表示
制度の規制緩和が、企業の新制度への適応行
動を通じて、販売チャネルのシェア変動など
多様な影響を与えることを指摘した。 
また高い機能性を有する品種の開発とそ
の産業化の実情を整理し、ビジネスモデルと
して示した。こうした成果は 2015 年に開始
された機能性表示食品制度により生鮮食品
の健康強調表示が可能となり、現在、新たな
展開を遂げている機能性農産物の分野にお
いて、基礎的情報として活用されるものであ
る。 
 
成果：〔雑誌論文⑦⑧⑨⑩、図書①③⑨〕 
 
（３）【農業と農村における持続的な地域振
興に関する理論の検討】 
産業クラスターや研究開発ネットワーク
に関する理論的研究としては、機能性農産物
のクラスター形成戦略について、オープンイ
ノベーション理論の適用中心に検討した。ま
たフランスの地域農業システム論などの社
会経済学的視点から、高い付加価値を持つ農
産物が生産されている地域における農業の
展開について理論的検討を行った。フランス
の AMAP の事例分析では、現在において支配
的なフードシステムへのオルタナティブと
しての活動から、両義的な側面を有するハイ
ブリッド化した存在になっていることを明
らかにした。 
 
成果：〔雑誌論文⑬⑭⑯、学会発表①②⑤、
図書⑩〕 
 
（４）【機能性農産物を含む農業の高付加価
値化支援のための政策モデルの構築】 
 機能性農産物の産地形成促進のための政
策を、より広く農村イノベーション促進政策
として捉え、海外の主な関連政策を中心に情
報を収集し、政策目的と政策対象を指標とし

て分類した（図１）。 
フランスの農村振興政策の分析では、地域
化・プロジェクト化の流れの中で、地域エン
ジニアリングのアプローチが展開している。
そして地域活性化のためのアニメーション
と、プロジェクトの効率的な運営を図る管理
機能のジレンマを解決しうる人材の育成が
必要となることを導いた。また EU の農村地
域での経済開発活動のための連携（LEADER）
事業が、コミュニティ主導型地域開発（CLLD）
として発展し、国境を越えた組織活動の活発
化や地域の住民意識の変化などの多くの効
果を生んでいることを示した。そして、
LEADER の活動単位であるローカルアクショ
ングループ（LAG）の担い手の人材育成が課
題となっていることを明らかにした。 
こうした海外の政策情報の整理に基づい
て、機能性農産物の産地形成の形成と強く関
連する 6次産業化政策を念頭において、地域
支援政策や個別支援政策の位置づけ、人材育
成政策や研究開発政策を整理し、わが国にお
ける農村イノベーション促進政策の体系を
提示した。 
 そこでは、リーダー的人材の育成や、振興
事業の受け皿となる組織、R&D ネットワーク
の育成が中心的な課題であり、産業成長の局
面に応じて、重点化される政策が変化するこ
とが示された（図２）。 
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図１ 農村イノベーションに関連した海外
の政策 
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図２ 農村イノベーションのための政策体
系の整理 



 
成果：〔雑誌論文④⑪、学会発表③、図書④
⑤⑥⑧、その他①〕 
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